
貸 借 対 照 表

令和  7年 5月31日 現在

資 産 の 部

科 目 金 額

（単位：円）

流 動 資 産【 】 　       349, 856, 773【 】

現 金 ・ 預 金 　        53, 709, 047

売 掛 金 　       240, 702, 063

商 品 ・ 製 品 　        57, 421, 589

前 払 費 用 　           298, 874

貸 倒 引 当 金       △2, 274, 800

固 定 資 産【 】 　        36, 989, 052【 】

有 形 固 定 資 産［ ］ 　        14, 889, 497［ ］

建 物 　         1, 151, 864

構 築 物 　         3, 147, 508

機 械 装 置 　                 3

車 両 運 搬 具 　         5, 614, 506

工 具 器 具 備 品 　         4, 975, 616

無 形 固 定 資 産［ ］ 　         1, 989, 050［ ］

ソ フ ト ウ ェ ア 　         1, 989, 050

投資その他の資産［ ］ 　        20, 110, 505［ ］

出 資 金 　            10, 100

差 入 保 証 金 　         5, 150, 233

保 険 積 立 金 　        14, 590, 372

敷 金 　           359, 800

資 産 合 計 　       386, 845, 825

負 債 の 部

科 目 金 額

（単位：円）

流 動 負 債【 】 　       250, 382, 831【 】

買 掛 金 　       192, 968, 552

未 払 金 　        10, 947, 967

未 払 法 人 税 等 　        14, 179, 100

未 払 費 用 　        22, 173, 218

預 り 金 　         1, 632, 294

賞 与 引 当 金 　         3, 200, 000

未 払 消 費 税 等 　         5, 281, 700

固 定 負 債【 】 　        56, 196, 000【 】

長 期 借 入 金 　        56, 196, 000

負 債 合 計 　       306, 578, 831

純 資 産 の 部

株 主 資 本【 】 　        80, 266, 994【 】

資 本 金［ ］ 　        30, 000, 000［ ］

利 益 剰 余 金［ ］ 　        50, 266, 994［ ］

その他利益剰余金（ ） 　        50, 266, 994（ ）

繰 越 利 益 剰 余 金 　        50, 266, 994

う ち 当 期 純 利 益（ ）　        33, 804, 329（ ）

純 資 産 合 計 　        80, 266, 994

負債・純資産合計 　       386, 845, 825



個 別 注 記 表
自  令和  6年 6月 1日

至  令和  7年 5月31日

１.この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

２.重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(１)資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　ア.時価のあるもの・・・移動平均法に基づく原価法

　　　イ.時価のないもの・・・移動平均法に基づく原価法

　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　・・・個別法による原価法

　　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています。

　　　・・・個別法による原価法に基づく低価法

　(２)固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　定額法

　　  定率法（但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに、

　　　平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

　　②無形固定資産

　　　定額法

　(３)引当金の計上基準

　　貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については見積繰入率により、貸倒懸念債権

　　　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　退職給付引当金

　(４)消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は税抜方式により処理しています。


